
登録者(課長)名【1】 危機管理特命主幹　保谷俊章

施策評価シート
危機管理室(下水道課、都市計画課)

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

■平均を下回る □ほぼ平均 □平均を上回る安2-1 災害に強いまちづくり 安全な暮らしのために 安全で快適に暮らすまちづくり 【15】
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇防災基盤の整備については、防災センター４階に防災展示コーナーを配置し防災意識の高揚を図っています。し
キーワード【7】 かし、センター設立から10年が経過し、展示内容がマンネリ化するとともに機器等も一部故障しPRも不足していま

防災基盤の整備のために、助成をはじめとした支援による耐震化の促進が必要です ・市内事業者・関係機市民の生命や財産を守 す。また、防災市民組織の数も伸び悩んでいます。
。加えて、雨水溢水対策を中心に、建物及び道路の水害に対する懸念を解消するこ 関などとの相互協力 るため、防災基盤の整 ◇災害時の協力体制の確保については、多くの事業所・関係機関と協定の締結により協力関係を築いてきましたが
とも重要です。 ・防災意識の啓発 備を計画的に進め、災 施策の成果と課題、災害時の要援護者対策を進めていく上で、行政の関係機関や多くの支援組織との連携を図っていくことが課題と
　さらに、地域一体となった防災体制を構築するために、地域コミュニティや市民 ・自主防災組織への支害に強い安全・安心な (取組成果や目標 なっています。
活動団体への支援や市内事業者・関係機関などとの相互協力を進めるとともに、災 援の充実 まちづくりをめざしま ◇雨水溢水対策については、市内で約50箇所発生している溢水箇所に対し、これまでに東町三丁目・向台町二丁目達成に向けた課害時要援護者への支援体制を構築する必要があります。　また災害を拡大させない ・耐震化の促進 す。 等の地域で整備を実施してきました。引き続き、未整備となっている地域において計画的な取組が必要です。
ため大規模災害時の外出者対策や防災のための意識啓発への取組も必要です。 ・雨水溢水対策事業の 題、成果向上・ ◇耐震化の普及については、耐震相談や耐震改修支援を実施してきました。引き続き、こうした取組を継続し耐震

推進 コスト削減策等) 化率を向上させて行く必要があります。
概要 【16】

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】

検
証
項
目

施策の重要性の変化特になし □弱くなっている ■以前と同程度 □強くなっている
【17】

今後の方針
意識調査での重要度

□平均を下回る □ほぼ平均 ■平均を上回る
【18】

◇防災基盤の整備については、展示コーナーの内容をより魅力のあるものにリニューアルしPRしていくことで、さ
事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 らに市民意識の啓発を図り防災市民組織の拡充に取り組んでいきます。

◇災害時の協力体制の確保については、関係機関との連携を図りながらさらに進めていきます。

事
業
群

防災基盤の計画的整備
1 防災基盤の整備を進めます ◇雨水溢水対策については、流末河川になる石神井川・白子川は降雨強度 50㎜／ｈの改修が未整備であるため、

貯留槽・浸透槽の設置等による整備を計画的に進め浸水被害の減少を図っていきます。 今後の方針地域・関係機関との連携・協力体制の構築
2 災害時の協力体制の確保に努めます ◇耐震化の普及については、より効果的な広報の方法を検討し普及啓発の促進を図るとともに、耐震化の支援を引

(具体的な事業群 き続き行っていきます。
雨水溢水対策事業の推進

3 雨水溢水対策の充実を図ります や事務事業を示

しながら)耐震化対策の普及・啓発・支援
4 耐震化対策を促進します

【19】

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 19 20 21 22 23 24  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 ■ 重点化 □ 現状維持 □ 効率化「大規模地震、集中豪雨等の防災対策」に対する市民満足度 20％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 11.9 11.9 11.9 16.9 施策実施近年発生している大規模地震や集中豪雨への防災対策を促進していく必要がありま
Ⅳ 必要な場合はコストをかけて成果を維持すべき施策領域す。また、防災対策は、被災者となる市民自身が認識し、実際に行動できることが

  方針【22】重要です。市民意識調査で把握します。
達成率 60% 60% 60% 85%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位防災市民組織の数 100組織 組織 平成22年度より東京都では、市町村を実施主体とした支援事業として、緊急輸送道路沿道建築物耐震化助成事業(
国1/2、都1/4、市1/4)、耐震化普及啓発活動支援事業、マンション耐震アドバイザー助成事業、マンション耐震診

説
明

算
出
式
・

実績値 71 74 74防災市民組織が組織されることによって、市民が自主的に地域での防災活動を行う 断助成事業、マンション耐震化助成事業等を拡充しています。
ようになります。また、防災組織での活動を通じて、防災意識が高まり、地域で助 その中で特段、震災時における物資等の円滑な輸送を確保する緊急輸送道路の沿道について、マンション等の耐震

成
果
指
標

けあう防災基盤が整備されます。 対策をさらに進めるよう東京都から市町村に求められています。
達成率 71% 74% 74% 0% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位雨水溢水対策工事済み箇所 11箇所 箇所
【12】

説
明

算
出
式
・

実績値 3 4 6雨水溢水対策事業（浸透・貯留槽の設置、既設管の改修工事）を計画的に進めてい
くことで、災害に強い安全・安心なまちづくりにつながります。実績値は平成19年
度を起点とした工事済み箇所数の累計としています。

達成率 27% 36% 55% 0% 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位住宅の耐震化率 93％ ％  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 81.4 84.1 85.4大規模地震などに対応するために、住宅の耐震化が必要です。西東京市耐震改修促 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化コストの
進計画に基づき、平成27 年度までに耐震化率を93％とすることを目標としていま  方向性【21】
す。 　災害に強いまちづくりについては、防災基盤の整備や、雨水溢水対策の計画的な事業推進、住宅の耐震化支援の

達成率 88% 90% 92% 0%
ための取組みを進めてきましたが、市民意識調査の結果を見ると、満足度は依然として相対的に低い水準、重要度
は相対的に高い水準となっており、更なる施策推進が求められているといえます。

達成率の平均値 62% 65% 70% 21% 　しかしながら、市としても、既にこの施策については重点化しており、来年度の事業費も大幅増の計画となって判断理由等
いることから、当面は現状の計画ベースを維持し、着実な事業推進を図っていくことが妥当と判断しました。

【市民意見】【13】 【24】 　なお、住宅の耐震化支援については、都が更なる重点化に向けた取組みを求めてきていることから、その動向を
踏まえ、市としても対応を強化していくこととします。平成19年度 平成22年度

満足度(％) 11.9% 満足度(％) 17% 満足度(％)
各年次の市民意識調査で、

満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.43 -0.25 Ⅴ コスト、成果ともに現状を維持すべき施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】
合計値として算出しています。重要度(％) 88.1% 重要度(％) 82.2% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.62 1.42
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)
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